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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第32期

第１四半期累計期間
第31期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (千円) 1,138,962 6,110,478

経常利益 (千円) 134,955 1,246,979

四半期（当期）純利益 (千円) 87,571 838,186

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 50,000 50,000

発行済株式総数 (株) 201,225 201,225

純資産額 (千円) 5,692,684 5,856,609

総資産額 (千円) 7,800,511 8,245,019

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 8.70 83.31

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － 1,250.00

自己資本比率 (％) 73.0 71.0

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．当社は、2023年７月17日開催の取締役会決議により、2023年８月15日付で普通株式１株につき普通株式50株

の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四

半期(当期)純利益を算定しております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

　



― 2 ―

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は前第１

四半期累計期間については、四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

（１）経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルスの感染症法上５類感染症への引き下げや各

種政策の効果もあり、社会経済活動の正常化に向けた動きが進みました。一方、ウクライナ情勢を巡る地政学リス

クの長期化、エネルギー資源や原材料の価格高騰を受けて、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いており

ます。

学習塾業界におきましても、こうした経済状況や少子化、教育制度改革や大学入試改革、ＧＩＧＡスクール構想

による学校へのＩＣＴ導入の前倒しなどとも相まって、取り巻く環境が大きく変わろうとしております。更に、少

子化が進行する中で、Ｍ＆Ａや業務提携などによる業界再編の動きが活発化しており、企業間競争は一層厳しさを

増しております。

このような外部環境の下、当社は、創業以来「生徒第一主義」の理念のもと、質の高い授業と面倒見の良さを徹

底してまいりました。その結果、集団塾では群馬・栃木・埼玉県内に拠点を展開し、1万7000名を超える生徒が通う

までに成長し、関東有数の学習塾として信頼と実績を誇っております。また首都圏での個別指導においても計７拠

点を展開し、新たな事業モデルの確立を目指しております。

当社においても、引き続き各校舎にて感染防止対策を徹底して対面授業を行う一方、オンライン学習システム

（Wovie）で授業動画を塾生に配信する運用を併用しており、欠席者にはチェックテストや講師による進捗確認の電

話などきめ細かく対応しております。また塾生専用システムにて、生徒・保護者様・拠点の教師のつながりを強め、

塾のお知らせなどを共有することを可能とし、生徒の成績向上に引き続き注力しております。

当社の経営成績は、年度末の受験後の生徒の卒業により生徒数が変動し入れ替わることから、新学期スタート時

期である第１四半期を底とし、夏期講習、冬期講習及び入試直前対策授業を実施する第２・第３・第４四半期に売

上高が大きく膨らむ季節的な変動要因があります。よって第１四半期会計期間の収益性が低くなる傾向にありま

す。

以上の結果、当第１四半期累計期間における売上高は1,138百万円、営業利益は131百万円、経常利益は134百万

円、四半期純利益は87百万円となっております。

　部門別の経営成績は、次のとおりであります。

＜ゼミ部門＞

ゼミ部門では、主に小学生、中学生を対象とした教育事業を展開しており、当第１四半期累計期間のゼミ部門の

期中平均生徒数は13,948名、売上高は762百万円となりました。

＜ハイ部門＞

ハイ部門では、主に高校生を対象とした教育事業を展開しており、当第１四半期累計期間のハイ部門の期中平均

生徒数は2,820名、売上高は275百万円となりました。

＜ファースト個別部門＞

ファースト個別部門では、主に個別指導を対象とした教育事業を展開しており、当第１四半期累計期間のファー

スト個別部門の期中平均生徒数は675名、売上高は100百万円となりました。
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（２）財政状態の分析

流動資産は、前事業年度末比452百万円減少の4,380百万円となりました。これは、現金及び預金522百万円の減

少が主な要因であります。

固定資産は、前事業年度末比８百万円増加の3,420百万円となりました。うち、有形固定資産は前事業年度末比

８百万円増加の3,100百万円、無形固定資産は、前事業年度末比６百万円減少の91百万円、投資その他の資産は、

前事業年度末比５百万円増加の228百万円となりました。

この結果、当第１四半期会計期間末の資産総額は、前事業年度末比444百万円減少し、7,800百万円となりまし

た。

流動負債は、前事業年度末比40百万円減少の1,235百万円となりました。これは未払法人税等187百万円の減少が

主な要因であります。

固定負債は、前事業年度末比240百万円減少の872百万円となりました。これは、役員退職慰労引当金237百万円

の減少が主な要因であります。

この結果、当第１四半期会計期間末の負債総額は、前事業年度末比280百万円減少し、2,107百万円となりまし

た。

当第１四半期会計期間末の純資産額は、前事業年度末比163百万円減少の5,692百万円となりました。これは、繰

越利益剰余金163百万円の減少が主な要因であります。

以上の結果、自己資本比率は、前事業年度末の71.0％から73.0％となりました。

（３）経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

（５）研究開発活動

該当事項はありません。

（６）主要な設備

新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第１四半期累計期間に著しい変動があった設備は、次のと

おりであります。

　新設

事業所名 所在地 設備の内容 完成年月

Ｗ早稲田ゼミ上尾校 埼玉県上尾市 教室及び付帯する設備 2023年５月

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000

計 800,000

（注）2023年７月17日開催の取締役会決議により、2023年８月15日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可能

株式総数は39,200,000株増加し、40,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現

在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月18日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 201,225 10,061,250 非上場
当社は単元株制度を採用

しておりません。

計 201,225 10,061,250 － －

（注）１．2023年７月17日開催の取締役会決議により、2023年８月15日付で普通株式１株につき普通株式50株の割合で

株式分割を行っております。これにより発行済株式総数は9,860,025株増加し、10,061,250株となっておりま

す。

２．2023年８月９日開催の臨時株主総会決議により、2023年８月９日付で１単元を100株とする単元株制度を採用

しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年６月30日 － 201,225 － 50,000 － －

（注）2023年７月17日開催の取締役会決議により、2023年８月15日付で普通株式１株につき普通株式50株の割合で株

式分割を行っております。これにより発行済株式総数は9,860,025株増加し、10,061,250株となっております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 201,225 201,225 －

単元未満株式 　 － － －

発行済株式総数 201,225 － －

総株主の議決権 － 201,225 －

（注）2023年７月17日開催の取締役会決議により、2023年８月15日付で普通株式１株につき普通株式50株の割合で株

式分割を行うとともに、2023年８月９日開催の臨時株主総会決議により、2023年８月９日付で１単元を100株と

する単元株制度を採用しております。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株式数

は普通株式10,061,200株、議決権の数は100,612個、単元未満株式の株式数は50株、発行済株式総数の株式数は

10,061,250株、総株主の議決権の数は100,612個となっております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）及び第１四半期累計期間

（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、應和監査法人による四半期レビューを

受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四

半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
（2023年３月31日）

当第１四半期会計期間
（2023年６月30日）

資産の部

　流動資産

　 現金及び預金 4,296,122 3,773,784

　 売掛金 9,991 3,913

　 教材 22,558 19,594

　 仕掛品 － 2,786

　 貯蔵品 13,636 15,773

　 前払費用 82,409 103,347

　 未収入金 400,978 455,034

　 その他 8,651 6,505

　 貸倒引当金 △1,361 △533

　 流動資産合計 4,832,986 4,380,205

　固定資産

　 有形固定資産

　 建物（純額） 1,445,921 1,572,299

　 構築物（純額） 59,941 60,708

　 車両運搬具（純額） 5,704 5,619

　 工具、器具及び備品（純額） 32,583 31,919

　 土地 1,336,548 1,336,548

　 建設仮勘定 211,551 93,602

　 有形固定資産合計 3,092,251 3,100,697

　 無形固定資産

　 ソフトウエア 95,953 89,864

　 電話加入権 399 399

　 水道施設利用権 825 801

　 無形固定資産合計 97,178 91,065

　 投資その他の資産

　 投資有価証券 16,629 16,681

　 長期貸付金 640 440

　 破産更生債権等 1,485 1,548

　 長期前払費用 100 900

　 敷金及び保証金 133,394 138,597

　 繰延税金資産 71,708 71,690

　 貸倒引当金 △1,354 △1,316

　 投資その他の資産合計 222,604 228,542

　 固定資産合計 3,412,033 3,420,305

　資産合計 8,245,019 7,800,511
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（単位：千円）

前事業年度
（2023年３月31日）

当第１四半期会計期間
（2023年６月30日）

負債の部

　流動負債

　 買掛金 30,906 7,875

　 未払金 204,179 156,906

　 未払費用 240,475 267,715

　 未払法人税等 225,771 38,314

　 契約負債 364,406 464,170

　 預り金 88,827 87,971

　 賞与引当金 34,656 145,712

　 その他 86,765 66,903

　 流動負債合計 1,275,988 1,235,569

　固定負債

　 役員退職慰労引当金 932,260 694,401

　 資産除去債務 169,662 167,476

　 その他 10,498 10,379

　 固定負債合計 1,112,422 872,257

　負債合計 2,388,410 2,107,827

純資産の部

　株主資本

　 資本金 50,000 50,000

　 資本剰余金 34,173 34,173

　 利益剰余金 5,772,203 5,608,243

　 株主資本合計 5,856,376 5,692,416

　評価・換算差額等

　 その他有価証券評価差額金 233 267

　 評価・換算差額等合計 233 267

　純資産合計 5,856,609 5,692,684

負債純資産合計 8,245,019 7,800,511
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年６月30日）

　売上高 ※ 1,138,962

　売上原価 907,232

　売上総利益 231,730

　販売費及び一般管理費 99,950

　営業利益 131,779

　営業外収益

　 受取利息 0

　 受取配当金 68

　 地代家賃収入 2,099

　 雑収入 1,336

　 営業外収益合計 3,504

　営業外費用

　 賃貸費用 296

　 雑損失 31

　 営業外費用合計 328

　経常利益 134,955

　特別損失

　 固定資産除却損 8,640

　 特別損失合計 8,640

　税引前四半期純利益 126,315

　法人税、住民税及び事業税 38,743

　法人税等合計 38,743

　四半期純利益 87,571
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

前事業年度の新規上場申請のための有価証券報告書の追加情報（新型コロナウイルス感染症の影響に関する

会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定について重要な変更はありま

せん。

(四半期損益計算書関係)

※売上高の季節的変動

当第１四半期累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）

当社の学習塾事業において、生徒数が年間を通して最も少ない期間であることや、夏期講習や冬期講習などが実

施されていないことなどから、売上高が他の四半期会計期間と比較して少なくなる傾向にあります。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
（自 2023年４月１日

至 2023年６月30日）
減価償却費 36,891千円

(株主資本等関係)

　 当第１四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

　 １．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月19日
定時株主総会

普通株式 251,531 1,250 2023年３月31日 2023年６月20日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、学習塾事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　 当第１四半期累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）

(単位：千円)

学習塾事業

ゼミ部門 762,826

ハイ部門 275,827

ファースト個別部門 100,308

顧客との契約から生じる収益 1,138,962

その他の収益 　－

外部顧客への売上高 1,138,962

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
（自 2023年４月１日

至 2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益 ８円70銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 87,571

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 87,571

普通株式の期中平均株式数（株） 10,061,250

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2023年８月15日付で普通株式１株につき普通株式50株の割合で株式分割を行っております。当事業

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。
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(重要な後発事象)

(株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更)

１．株式分割

当社は、2023年７月17日開催の取締役会において、2023年８月15日付をもって株式分割を行うことを決議い

たしました。

(１)株式分割の目的

当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施いたします。

(２)株式分割の概要

① 分割方法

2023年８月14日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、普通株式１株につき普通

株式50株の割合をもって分割しております。

② 株式分割の効力発生日

2023年８月15日

③ 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 201,225株

今回の分割により増加する株式数 9,860,025株

株式分割後の発行済株式総数 10,061,250株

株式分割後の発行可能株式総数 40,000,000株

④ １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、(１株当たり情報）に記載しております。

２．株式分割に伴う定款の一部変更

(１)定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法184条第２項の規定に基づき、2023年８月15日をもって、当社定款第６条

に定める発行可能株式総数を分割比率に合わせて変更いたしました。

(２)変更内容

変更内容は次のとおりです。（下線部は変更部分を示します）

現行定款 変更後

（発行可能株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は
　 80万株とする。

（発行可能株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は
　 4,000万株とする。

(３)定款変更の日程

効力発生日 2023年８月15日

(単元株制度の採用)

株式分割に伴い、2023年８月９日開催の臨時株主総会決議において、１単元を100株とする単元株制度の採用

を決議いたしました。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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